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要旨
基幹空港へと航空需要が流出しているため, 地方空港は苦境に立たされて
いる。本論文では, 旅客の空港選択行動を統計的に分析することで, 地方空
港を活性化する方策を検討する。統計分析では航空旅客動態調査の個票デー
タを利用する。条件付きロジットモデルに基づき, 空港選択に影響を及ぼす
要素を解明する。具体的には, 北九州と福岡の２空港が利用可能である北九
州市民の選択行動を分析対象とする。
主な結果は以下の通りである。北九州空港から直行便がある場合, 北九州
空港の利用率は79.3％であるが, 直行便がない場合は0.9％にとどまる。こ
のことから, 利用促進には直行便が欠かせないことが示された。また, 空港
までのアクセス時間と便数も, 空港選択に有意な影響があることが分かった。
この結果を利用し, 複数の政策の効果をシミュレーションした。北九州空
港へのアクセス時間を１分短縮すると, 需要の流出は1.1％ポイント減少す
る。また, 羽田－北九州線を１便増便すると, 需要の流出は0.14％ポイント
減少する。なお, これらと比較して, 新規路線の開業は78.4％ポイントも需
要流出を減らすため, 効果は非常に大きいと言える。
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おわりに
は じ め に
空港間競争の結果, 地方の小規模空港（以下, 地方空港と呼ぶ）は基幹空
港への需要流出に苦しんでいる。例えば, 図１のように基幹空港と地方空港
が遠く離れずに立地しているとき, それぞれの集客域が重複する。このとき,
矢印が指し示すように, 地方空港の近隣に住む住民のうち一部は, 最寄りの
地方空港ではなく遠方であっても基幹空港を選択しているのである。これは,
地方空港は就航都市数・便数の両面で不便であることが原因であると推測さ
れる。この事実は, 先行研究によっても明らかにされている。Thelle et al.
(2012) によると, 2002年から2011年における路線数の伸びは, 年間の旅客
数が500万人未満の小空港では年あたり0.4路線にとどまるのに対し, 旅客数
が1000万人から2500万人の中規模空港では2.4路線である。Lian and
Ronnevik (2011) もノルウェーを対象とした研究で, 基幹空港の集客域は地
方空港よりも大幅に大きいことを明らかにした。このように, 世界的に見て
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図１：機関空港と地方空港の関係
も地方空港から基幹空港へと需要流出が生じていることが分かる。この需要
流出問題は, 需要不足による経営問題の原因となっており, 地方空港にとっ
ては喫緊の課題である。
ここで, 本研究における「地方空港」と「基幹空港」の定義を明らかにし
ておく。地方空港とは, 県内を集客域とし, 羽田や伊丹路線をメインとして
いる空港を指す。例えば, 九州においては北九州・佐賀・長崎・大分・熊本・
宮崎・鹿児島といった空港が該当する。基幹空港とは, より広域から旅客を
集め, 国内各地および中距離の海外への路線を有する空港を指す。具体的に
は, 新千歳・仙台・セントレア・広島・福岡・那覇が該当する。なお, 主要
な空港の中でも, 羽田・成田・関空といった長距離の欧米路線を有する空港
は「ハブ空港」に分類し, 基幹空港とは区別しておく。したがって, ハブ－
スポーク型のネットワークにおいては, 地方空港と基幹空港はともにスポー
ク空港である。
旅客をめぐる競争は数多くなされているが, それらは３種類に分類するこ
とができる。最も注目を集めているのはハブ間競争である。例えば, 東アジ
アでは香港・仁川・成田などが東南アジア－北米を移動する旅客の乗継ぎ需
要を取り合っている。また, 中東ではアジア・オセアニア－ヨーロッパ・ア
フリカ間を移動する旅客をめぐって, ドバイ（アラブ首長国連邦)・ドーハ
（カタール)・イスタンブール（トルコ）などが競争している。ハブ間競争
を分析した研究として Redondi et al. (2011) があるが, EU 市場ではドイツ
のフランクフルト国際空港が高い拠点性を有していることを示した。Teraji
and Morimoto (2014) は理論モデルの分析により, 小規模な都市に立地する
空港ほど, ハブの地位獲得に熱心であることを明らかにした。これは, 小都
市の空港は自地域からの需要に期待できず, 積極的に料外部からの乗継需要
を取り込む必要があるためである。具体的には, シンガポールのチャンギ国
際空港は, 快適性向上のための投資や着陸料の値下げにより東南アジアのハ
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ブという地位を確立させた。
２種類目は, 同一都市圏内の空港間競争である。東京圏や大阪圏を
(１)
はじめ
とし, サンフランシスコ都市圏, ロンドン都市圏, 珠江デルタ地域には複数
の主要空港が立地している。とりわけ, ロンドン都市圏にはヒースロー・ガ
トウィック・スタンステッド・ルートン・シティー・サウスエンドと６つも
の空港が存在する。このように, 一つの都市内に複数の空港が存在するとき,
旅客がどのような基準で利用する空港を選択するかが問題となる。Pels and
Nijkamp (2001) と Basar and Bhat (2004) はサンフランシスコ, while Loo
(2008) は珠江デルタでの競争を分析し, アクセス時間や運航便数が旅客の
空港選択に大きな影響を及ぼすことを示した。
３種類目は, 中小のスポーク空港同士の競争である。図１で示したように,
異なる都市圏に立地する空港同士であっても, 距離が十分に離れていなけれ
ば集客域は重なり得る。例えば, 福岡県における福岡空港（FUK）と北九
州空港（KKJ）の関係がこれに該当する（図２参照)。これらの空港はそれ
ぞれ福岡市と北九州市に立地しており,
(２)
別々の後背地を有する。しかし, ２
空港間の距離はおよそ60キロメートルであるため, 旅客は両空港を選択肢と
することができる。このような事例は各地で見られるにもかかわらず研究は
あまり進んでいない。これまでのところ, Lian and Ronnevik (2011) だけが
このタイプの競争を研究している。ノルウェーの航空市場を分析対象とした
研究であるが, 地方空港は自動車で30分までを集客域とする一方, 基幹空港
は２時間以上離れたところからも旅客を集めていることを明らかにした。た
だし, 地方空港から基幹空港への旅客の流出を示した研究ではあるものの,
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(１) かつては関空・伊丹・神戸は関西の旅客需要を取り合っていたが, 関西エアポー
トによる一体運営により, 2018年に競争関係は協調関係に移行した。
(２) 厳密には, 北九州空港は福岡県北九州市小倉南区と福岡県京都郡苅田町にまた
がって立地している。
集計データを使用しており, 個々人の空港選択には基づいていない点が問題
である。したがって, 個票データに基づく分析で, 旅客の空港選択行動を詳
細に分析することが求められているといえる。
本研究では, 個票データを用いて旅客の空港選択行動を分析することによっ
て, 地方空港から基幹空港への需要流出問題が生じるメカニズムを解明する。
また, 個票データの分析で得た結果に基づいて, 地方空港の利用を促進する
ために取り得る政策の効果をシミュレーションする。具体的には, 北九州市
を起点とする旅客を対象とし, FUK と KKJ の２空港からの空港選択を調査
する。
本論文の構成は以下の通りである。第二節では, 個票データを分析するた
めに用いる条件付きロジット（CL：Conditional Logit）モデルと使用するデー
タの概要について説明する。第三節では, 実際に CL モデルを用いて旅客の
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図２：福岡県における空港の配置
選択を統計的に分析し, 空港アクセスや便数が与える影響を定量的に推定す
る。また, 旅行目的・年齢・性別といった旅客特性によって空港選択に違い
があるかどうかを検証する。第四節では, 推定結果を基にして, 将来的に取
りうる政策が旅客行動をどのように変化させるかをシミュレーションする。
第五節では, 結果をまとめるとともに今後の課題について述べる。
 データと分析手法
1.1 条件付きロジットモデルの概要
本研究では, 北九州空港にとってホームマーケットである北九州市を起点
とする国内線旅客を分析対象とするが, これらの旅客は KKJ と FUK を選
択肢とすることができる。2015年現在, 基幹空港である FUK には国内線26
路線が, 地方空港である KKJ には国内線２路線が就航している（なお, こ
れに加えて国際線が, FUK に18路線がと KKJ に２路線就航している)。
McFadden (1973) が開発した CL モデルでは, 旅客   が空港
を選んだときに得る効用は下式のように表す。
	

	は確定項であり, その関数形は全旅客に共通である。
はランダム項で,
旅客ごとの選好の差異を表している。空港 を好む（嫌う）旅客という旅客
の選好はプラス（マイナス）のランダム項によって表現される。なお, LC
モデルにおいては, ランダム項がガンベル分布に従うランダム変数であると
仮定する。
確定項 	は,
	 	
と表される。は空港 の客観的な魅力を表しており, 魅力が高いほど旅
客はより大きな効用を得ることが出来るため, の値は大きくなる。ここ
にはターミナルビルの快適性, 商業施設の利便性, 保安検査の待ち時間の短
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さといった要素が含まれている。は説明変数のベクトルで, 今回の研究
では ATIME と IFREQ の２つの要素で構成される。ATIME は, 個人 の
空港 までの自動車でのアクセス時間（分）である。IFREQ は空港 を選
択したときの便数の逆数である。便数が多いほど旅客は希望する時刻に近い
便を選択できる。したがって, IFREQ はスケジュールの調整コストを示す
ものであり, 小さいほど利便性が高いことを意味する。一般に, 旅客はアク
セス時間が短く, スケジューリングコストが小さな空港を好むと考えられる
ため, これらの係数はマイナスになることが予想される。は旅客 の特
性を表すベクトルであり, BUSINESS・MIDDLE・OLD・FEMALE が含ま
れる。BUSINESS は旅行目的を示すダミー変数であり, その目的がビジネ
スであれば１を取る。MIDDLE と OLD は年齢に関するダミーであり, そ
れぞれ, 4064歳, 65歳以上であれば１を取る。FEMALE は性別ダミーであ
り, 女性であれば１を取る。と は係数のベクトルである。
個人 は図３で示される通り, それぞれの空港を利用した場合に得られる
効用を比較し, 得られる効用が高い空港を選択する。得られる確定項の水準
を所与としたとき, 外部の観察者から見て, 旅客 が空港 を選ぶ確率は
旅客の空港選択行動に基づく地方空港の活性化戦略
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図３：旅客の空港選択行動
である。
1.2 個票データ
本研究では国土交通省が実施する「航空旅客動態調査」の個票データを使
用する。調査票には出発・目的都市, 出発・到着空港, 年齢, 性別, 旅行目
的などの項目が含まれており, 調査は2015年８月21日に行われた。合計
166,791名が回答し, 回答率は59.6％であった。この調査は, 調査日に飛行
機を利用した国内線全便・全旅客を対象としており, 全数調査であることに
よりサンプルバイアスが生じにくいことが特徴である。
これらの中から, 北九州市に居住するサンプルを抽出した。15歳未満は自
ら空港を選択していないものと考えられるため, 対象から除外した。結果,
残った1,413サンプルを以下の分析では用いる。
 旅客の空港選択
2.1 記述統計
まず, 表１に KKJ から FUK への需要の流出状況をまとめた。全路線で
は, 1,413人中837人が KKJ を利用し, 576人が FUK を利用した。つまり,
KKJ はホームマーケットのうち40.8％を失ったといえる。両空港から就航し
ている目的地に限れば, 1,041人中826人（79.3％）が KKJ を利用している。
ところが, FUK にのみ就航している路線では, わずかに0.9％だけが北九州
を利用し,
(３)
残りの99.1％は FUK に流出した。この結果からは, 近くの空港
から出発し他の空港を経由して目的地まで行くよりも, 遠くの空港からでも
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

		
	
 
(３) この場合, 直行便が KKJ からは出ていないので, 羽田などの空港を経由して目
的地に行くことになる。
直行便を利用したいと旅客が考えていることが読み取れる。
なお, 両空港のいずれにも就航していない目的地に対しては, KKJ の利
用は40.0％, FUK の利用は60.0％であった。ただし, サンプル数が20しかな
いため, 結果の信頼性は低い。
2.2 CL モデルによる空港選択分析
両空港から直行便が飛んでいる路線の利用者1,041人を対象として, ２節
で紹介した CL モデルを用いて空港の選択行動を分析した。結果は表２の通
りである。それぞれの係数は, (１）式で与えた旅客の効用 への影響を
示している。
まず, ATIME と IFREQ は, 空港選択に対してマイナスの効果を有して
いる。これらは１％水準で有意であるが, 直感的に解釈可能である。旅客に
とって, アクセス時間は短いほど望ましいし, 便数も多いほど希望の時刻に
近いフライトを利用で来て便利である。
次に, 定数項と旅客の特性について考察する。定数項は FUK に対する
KKJ の相対的な魅力度を表している。したがって, マイナスの値は, 他の
条件が同じであれば旅客は FUK を KKJ よりも選好することを示してい
る。
(４)
FUK の方が商業施設が広く, 快適なラウンジが設置され, 多様なレス
旅客の空港選択行動に基づく地方空港の活性化戦略
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表１：旅客の空港選択
直行便の有無 旅客の選択
KKJ FUK KKJ FUK 合計
○ ○ 826 79.3％ 215 20.7％ 1,041
× ○ 3 0.9％ 349 99.1％ 352
○ × 0 － 0 － 0
× × 8 40.0％ 12 60.0％ 20
合計 837 59.2％ 576 40.8％ 1,413
トランが利用可能であることを反映しているものと考えられる。
BUSINESS の係数は10％水準で有意にマイナスである。これは, ビジネ
ス客はその他の客と比べて FUK を選択しがちであることを表しているが,
JAL や ANA の上級会員向けのサービスと関連している可能性がある。上級
会員の資格は, ファーストクラスやビジネスクラスといった上位座席や, 普
通運賃のように高額な予約クラスを多く利用している旅客に与えられる。航
空会社はこれらの「お得意様」に専用のラウンジサービスや（図４参照),
チェックインと保安検査の優先レーンを提供している。搭乗手続きを速やか
に済ませ, 待ち時間も仕事を進めたいビジネスマンにとっては有用なサービ
スといえるが, ANA は FUK にしか就航していないため, ANA を多頻度で
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図４ ラウンジサービス（ JAL の公式ホームページより引用）
ラウンジではワークスペースのほか, 軽食も提供される
(４) ただし, 10％水準でも有意ではないため, 結果の信頼性は低い。
利用しているビジネス客は優遇サービスを受けるためには FUK を利用しな
ければならない。
(５)
また, ラウンジのように設備が必要なサービスの提供には
規模の経済が生じるため, 航空会社は高品質なラウンジ提供を利用者の多い
基幹空港に限定している。したがって, FUK と KKJ の両方に就航している
JAL の利用者であっても, FUK の利用を選好することになる。
OLD もまた１％水準で有意にマイナスであるので, 高齢者は若者よりも
FUK を利用していることが分かる。KKJ は2006年開業の比較的新しい空港
であるため, 高齢者にとっては昔からある FUK を利用することに慣れてい
る可能性がある。このことが, 高齢者の FUK 選好につながっているものと
考えられる。
 政策効果に関するシミュレーション
第３節で得た推定値を用いて, KKJ の利用促進という観点から政策効果
旅客の空港選択行動に基づく地方空港の活性化戦略
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表２：条件付きロジット分析の結果
係数 標準誤差 p値
ATIME 0.080 ** 0.010 0.000
IFREQ 3.304 ** 0.718 0.000
定数項 0.106 0.354 0.764
BUSINESS 0.330 * 0.201 0.100
MIDDLE 0.286 0.193 0.138
OLD 0.833 ** 0.257 0.001
FEMALE 0.100 0.181 0.581
* 10％水準で有意
** 1％水準で有意
(５) ANA は KKJ に就航しているスターフライヤーとコードシェアをしているもの
の, ANA 便ではないため, 十分な優遇サービスを受けることはできない。
をシミュレーションする。まず, (１）式に推定値とデータの観測地を代入
し, 政策の実行前後の効用をそれぞれ算出する。次に, (２）式を用いて,
個人 が空港 を選択する確率を求める。そして最後に, 全旅客の選択確率
の平均を取ることで, 各空港のシェアの期待値を（４）式のように得ること
ができる。
 



	 
	

 
ここで, は旅客数を, 添え字 と 	はそれぞれ政策の「前」と「後」を
表している。
政策例として, 全旅客にとって KKJ へのアクセス時間が１分短縮された
ときの変化を計算すると, 
20.7％,
(６)
	
19.6％が得られた。
これは, KKJ から FUK への旅客の流出が1.1％ポイント減少することを意
味している。また, 短縮時間が５分であるならば, 	
15.4％となり,
旅客の流出を5.3％ポイント減らすことができる。
次に, 羽田（HND）線の便数を１便増やしたときの効果を評価する。元々
の便数は, FUK からは50便, KKJ からは18便である。また, HND への利
用者は両空港合わせて980人であった。KKJHND の便数18便から19便に増
やしたならば, 
19.29％から 	
19.15％に変化する。結果を
見ると, 空港選択に与える効果はわずかに0.14％ポイントしかない。
最後に, KKJ に新しい路線を誘致することの効果を評価する。FUK には
存在する路線を KKJ にも開設することができたならば, 表１の結果に基づ
けば, KKJ のシェアは0.9％から79.3％へと大幅に改善する。この改善幅は
78.4％ポイントであり, アクセス時間の短縮や増便と比較しても, 効果の大
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(６) 算出された期待値と, 表１に示された観測値は一致している。
きさは群を抜いている。この分析は厳密なものではない上に, 効果は当該目
的地に限定されるものの, 新路線の誘致は需要の流出を食い止めるためには
非常に有効性が高いものと考えられる。
お わ り に
本研究では, 地方空港から基幹空港への需要流出の要因を分析するととも
に, 流出問題を緩和するための政策の評価を行った。第一に, 直行便が利用
可能なときは, 北九州市からの旅客のうち79.3％が KKJ を利用した。しか
し, 直行便がないときはその割合は0.9％にとどまった。このことは, 旅客
を KKJ に引き留めるには, 直行便の重要性が高いことを示唆している。第
二に, CL 分析では空港アクセスと便数が空港選択に有意な影響を持ってい
ることが分かった。この推定結果に基づいてアクセス時間短縮と便数増加の
効果をシミュレーションしたが, 増便は需要流出対策としてはあまり大きな
効果が見込めないことが分かった。むしろ, 新規路線の誘致の有用性の大き
さが鮮明となった。
本研究では扱わなかったが, 運賃もまた空港選択に大きな影響を及ぼすも
のと考えられる。行政や空港運営者は, 空港利用料の減免や補助金を通して
運賃を引き下げることが可能であるからである。運賃を分析に加えるために
は「表明選好」のデータを用いる必要がある。表明選好の調査では, 被験者
に仮想的な状況を複数提示し, その中から最も望ましい選択肢を挙げてもら
う。運賃を仮想的に変動させることにより, 運賃と選択の関係を補足するこ
とができるのである。また, 運賃以外にも, 空港混雑による出発遅れや
LCC の参入の効果を分析するのも今後の研究課題である。
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